
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１２２回）議事録 

 

１ 日時 平成２８年１０月１２日（水） １４時３０分～１６時００分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

伊東 晋（分科会長）、鈴木 陽一（分科会長代理）、相田 仁、 

青木 玲子、安藤 真、三甁 政一、前田 香織、 

水嶋 繁光、森川 博之（以上９名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

   多氣 昌生（以上１名） 

 

（３）総務省 

（情報通信国際戦略局） 

武田 博之（総括審議官）、野崎 雅稔（技術政策課長） 

（総合通信基盤局） 

 富永 昌彦（総合通信基盤局長）、渡辺 克也（電波部長）、 

 秋本 芳徳(基盤局総務課長)、田原 康生（電波政策課長）、 

杉野 勲（移動通信課長）、坂中 靖志(電波環境課長)、 

関口 裕（電波利用環境専門官） 

 

（４）事務局 

中村 伸之（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 

 



 

４ 議 題 

（１）答申事項 

①「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「CISPR 杭州会議対処

方針」について 

【昭和 63年９月 26日付け電気通信技術審議会諮問第３号】  

②「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「CISPR 規格 16-1-1    

及び 16-1-4 の国内規格化」について 

【昭和 63年９月 26日付け電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

（２）諮問事項 

  「新世代モバイル通信システムの技術的条件」について 

【平成 28年 10 月 12 日付け諮問第 2038 号】 

 

（３）議決事項 

「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成 13 年 1 月 17 日情報通信審議会  

情報通信技術分科会決定第３号）」の一部改正について
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開  会 

 

○伊東分科会長  それでは、時間になりましたので、ただいまから情報通信審議会   

第１２２回情報通信技術分科会を開催させていただきます。 

 本日は、委員１５名中９名が出席される予定でございます。現在のところ出席は８名

でございますが、既に定足数を満たしております。 

 また、審議内容の説明のため、電波利用環境委員会より多氣昌生専門委員にご出席い

ただいております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日の会議の模様は、インターネットにより中継しております。あらかじめご了承の

ほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。 

 本日の議題は、答申事項２件、諮問事項１件、議決事項１件でございます。 

 

議  題 

 

（１）答申事項 

 ①「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ

杭州会議対処方針」について 

【昭和６３年９月２６日付け電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

○伊東分科会長  初めに、答申事項について審議いたします。電気通信技術審議会諮問

第３号「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰ

Ｒ杭州会議対処方針」について、電波利用環境委員会の多氣主査からご説明をお願いい

たします。 

 今回、この件の資料１２２－１－１及び１－２につきましては、国際会議が終了する

までは公開できないということでございますので、傍聴資料には含まれておりません。

ご了承のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、どうぞよろしくお願いいたします。 

○多氣専門委員  それでは、ご説明させていただきます。 

 資料１２２－１－１という横長のものをごらんいただきたいと思います。この資料は、
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資料１２２－１－２というワードになっている文書の概要を取りまとめたものでござい

ますけれども、本来の１－２の資料は、審議状況と対処方針が分かれているとか、いろ

いろご説明しにくいということもございまして、簡潔な形でパワーポイントの資料をま

とめさせていただきました。表紙をおめくりください。 

 最初のページですけれども、国際無線障害特別委員会についてということで、この委

員会の概要についてご説明してございます。これにつきましては、毎回ご説明しており

ますのでごくかいつまんでお話ししたいと思いますが、この委員会は、ＣＩＳＰＲと呼

ばれております。無線障害の原因となる各種機器からの不要電波に関して、その許容値

と測定法を国際的に合意することによって国際貿易を促進することを目的としたもので

ございます。ＣＩＳＰＲにおいて策定されました各規格につきましては、このページの

真ん中の方に表がございますけれども、このようにさまざまな形の規制法令等に反映さ

れております。内容的には、総務省に関しての電波法だけでなく、経済産業省等、他の

省庁にもかかわるものでございます。最後に、組織が一番下に書いてありますけれども、

総会のもと、ＡからＩまでの６つの小委員会がそれぞれの分野を担当してございます。 

 次のページをお願いいたします。ＣＩＳＰＲ杭州会議における対処方針・重点審議事

項について、ということでございますが、開催の概要といたしましては、本年１０月２

４日から１１月４日までの２週間、中国の杭州、杭州というのは杭と書くほうの杭州で

ございますけれども、ここで開催されます。我が国からは、総務省、研究機関、大学、

試験機関及び工業会等から４０名が参加する予定でございます。基本的な対処方針、こ

れは毎回同じなのですが、無線通信に対する各製品の妨害波の影響を総合的に勘案し、

我が国の利益と国際協調を考慮して、大局的に対処いたします。重点審議事項ですが、

過去２年間と同様、今年度もワイヤレス電力伝送システムに特に重点を置いて、我々と

しては対処していく方針でございます。これに関しましては、関連する小委員会で議論

が進められておりまして、それらに対して我々は積極的に貢献していこうということで

ございます。 

 次のページをお願いいたします。初めに、ただいま重点審議事項としてご説明いたし

ましたＷＰＴ、ワイヤレス電力伝送に関する審議状況及び対処方針について簡単にご説

明いたします。初めに、Ｂ小委員会、これは、ＩＳＭ機器を扱っている小委員会ですけ

れども、こちらの審議状況といたしまして、電気自動車用の非接触充電器等のパワーエ

レクトロニクス用の機器につきまして、許容値及び測定法の審議を進めております。本
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年４月に米国での中間会合、これはタスクフォースの会合ですが、こちらにおきまして、

ＣＩＳＰＲ１１というＩＳＭ機器の妨害波を扱う既存の規格の中にＷＰＴの規定を追加

するというＣＤ、委員会原案の骨子案等についての合意がなされました。我が国からは、

７９から９０キロヘルツという周波数を用いた方法につきまして、これは国内での技術

基準に一致しているものですけれども、こういった提案をいたしまして、ほぼ等しい値

で合意いただいています。また、測定法に関しましても、わが国から実測結果に基づい

た提案をして、反映されているものでございます。この会合の後に、これらの合意を受

けましてＣＤ文書、委員会原案文書が回付されておりまして、杭州会議では、それに対

する各国の意見の審議というものが行われる予定です。対処方針といたしましては、こ

の文書について早期の文書化を推進するということでございます。なお、１点、ＩＥＣ

での議論と平行いたしまして、ＩＴＵ、国際電気通信連合の中で、ＷＰＴに使うための

周波数を特定するための議論というものが行われております。この議論の行方によって

は、状況がまた変わってくるということもございますので、そちらのほうも注視しなが

ら審議を進めていくという方針でございます。 

 続きまして、Ｆ小委員会、これは、家電製品等、特に白物家電を扱っている小委員会

とお考えください。昨年のストレーザ会議におきまして、家電製品に関しますＣＩＳＰ

Ｒ１４－１のほうで、ワイヤレス電力伝送システムの許容値とか測定方法を導入するた

めのＤＣ文書、これはコメント用の文書というものですが、これの審議が行われました。

この中で、電磁誘導加熱式調理器、ＩＨ調理器と、ここで扱うワイヤレス電力伝送装置

というのは非常に近いものですから、これを拡張した誘導式電力伝送機器としてこれま

での延長線上でもって許容値及び測定法を規定するという方向性が示されてございます。

それから、これとともにＣＩＳＰＲ１４－１第６版が発行され、それの修正１として、

この内容についての審議が開始されております。この中で、わが国の意見はほぼ採用さ

れているということでございます。対処方針といたしましては、これらの方針にのっと

りまして、状況を見て対処するということでございます。 

 次のページをお願いいたします。Ｉ小委員会でのＷＰＴ審議状況です。Ｉ小委員会で

は、マルチメディア機器を扱っております。マルチメディア機器用ＷＰＴでもＩＴＵで

規定されております電力伝送に使用する周波数及びその高調波を除外する方針、つまり

それらについては、特段限度値を設けないということでございますが、あるいは、マル

チメディア機器自体が、ＷＰＴの給電機能を有する場合も検討対象とするということが
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確認されております。ＣＩＳＰＲ３２では、規定されていない１５０キロヘルツ未満の

伝導妨害波、それから３０メガヘルツ未満の放射妨害波につきましては、他の規格で規

定されているものがございますので、それらを適用するという方針で合意されてござい

ます。また、測定法ですけれども、マルチメディア機器というのは、さまざまな機器が

接続された状態で使われるわけで、さまざまな条件を考えなきゃいけないということで

検討が必要なわけでございまして、これらについて妨害波が最大となるような条件とい

うものについての検討が進められています。対処方針といたしましては、これまでＷＰ

Ｔ機能を有するマルチメディア機器のエミッションの測定条件についての実験結果をタ

スクフォースに報告しておりまして、わが国が主導してＤＣ、コメント用文書の骨子案

を準備してきております。今回の会議では、この骨子案の審議を完了して、速やかにＤ

Ｃを各国ＮＣに回付して意見照会をするよう提言する予定でございます。 

 以上が、ＷＰＴに関する審議状況と対処方針です。 

 続きまして、総会でございます。総会は、ＡからＩまでの全ての小委員会を包括する

全体の会議でございますけれども、この中で、ワイヤレス電力伝送システムに関しまし

ては、既に各小委員会で具体的な検討が始まっておりますので、各小委員会間の連携等、

全体に関する議論が想定されます。これらにつきまして、適宜対処する予定でございま

す。 

 それからもう一点、９キロヘルツから１５０キロヘルツの伝導妨害波の測定法及び許

容値という長年懸案になっている問題がございます。現在、この１５０キロヘルツ以下

の伝導妨害波に関しては規制の対象になっていないのですけれども、これに関しまして、

ＩＥＣのＳＣ７７Ａ、これは電磁両立性を扱っている、特に低周波を扱っているところ

でございますが、そこのワーキンググループ８というところで検討が行われるように電

磁両立性諮問委員会からの要請がございました。ＣＩＳＰＲには、この領域の規制がご

く一部ですけれども現存しますので、そちらのほうに情報を提供して検討してもらって

きているわけでございますが、これにつきましては、この段階では検討状況を報告して

いて、ＳＣ７７Ａ ＷＧ８からの報告を聞いて内容を確認すると書いてございますが、

この対処方針の審議の後に、少し新しい情報がありまして、ＳＣ７７Ａでは、この周波

数に関してディファレンシャルモードと呼ばれる往復の電流が流れるモードのみしか考

慮しない、コモンモードという２本のペアを組んだ線に共通に流れる成分については考

慮しない、実はそちらのほうが、ノイズという点では非常に大きな問題になるわけです
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けれども、そういった回答が来ておりまして、総会の場で、この問題についての議論が

予想されております。検討した後の状況が含まれてしまいましたので若干わかりにくか

ったかと思いますが、そういった予定でございます。 

 続きまして、Ａ小委員会からＩ小委員会まで、各小委員会の審議状況、検討状況につ

いてご説明するところでございますが、時間も限られておりますので、かなり細かい話

が多くなりますので、ごくかいつまんでお話しさせていただきます。 

 まずＡ小委員会ですが、これは、妨害波測定装置及び妨害波測定法の基本規格を策定

しております。次の議題の中で報告させていただく内容とも大変かかわりが深いですが、

この小委員会は、個別の製品の妨害波を測定するということではなく、測定する装置、

それから方法、あるいは試験場といったものを規定するということで、基本規格と呼ば

れる規格を策定しているところでございます。 

 初めに、３０メガヘルツ以下の周波数帯の話が書いてございます。３０メガヘルツ以

下では、放射妨害波というものの測定は、ＩＨ調理器等のごく一部を除きまして制限さ

れていないですが、このあたりの放射妨害波の制限というものが現在必要となってきて

いるという動向でございます。それに先立ちまして、Ａ小委員会で、その方法等につい

てのきちんとした共通の決め事をしておこうというので、ここは非常に熱心にやられて

いるところでございまして、とりわけ我が国からの貢献が非常に顕著な分野でございま

す。そういった問題についての検討がここでは進んでおりまして、対処方針といたしま

しても、わが国の試験データや意見を発表して、ＣＤ案に反映されるように対処するこ

ととしております。そのほか、新たな試験法としてラージループアンテナ試験法、これ

につきましても、既に規格の中に一部取り入れられているわけですけれども、基本規格

としてきちんとした装置の性能を規定するということにつきまして、Ａ小委員会で熱心

に検討が行われているところでございます。 

 次にＢ小委員会に移らせていただきます。次のページ、７ページ目になります。Ｂ小

委員会は、ＩＳＭ（工業、科学、医療）機器及び電力線の妨害波に関する規格を策定し

ているところでございまして、この中で、振幅確率分布の電子レンジへの適用、あるい

は太陽光発電用の系統連系電力変換器の直流電源ポートにおける妨害波端子電圧の許容

値及び測定法等についての追加をしてきました。これらにつきましても、我が国からリ

ーダーを出したワーキンググループ、あるいはタスクフォース等で検討が行われてきま

した。これらにつきまして、引き続き議論をするという予定になってございます。２番
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目の電力線等につきましては、ここでは割愛させていただきます。 

 次のページに、電気鉄道システムの妨害波特性に関する規格と。これも、ずっと継続

的にやっているものでございますけれども、内容については割愛させていただきます。 

 次にＤ小委員会、これは、自動車、モーターボート等の妨害波、特に自動車に関する

規格を策定しているところでございます。非車載無線機の保護を目的とした３０メガヘ

ルツ以上の妨害波規格というものがございまして、これの新しいバージョンの審議を行

っています。この中で、電気自動車のＡＣ充電、ＤＣ充電、ワイヤレス充電のそれぞれ

のモードの測定方法及び不確かさが導入されるということで、さまざまな議論が行われ

ているところでございます。２番目は、車載無線機の保護を目的とした妨害波規格、こ

れにつきましては割愛させていただきます。 

 次の１０ページ目に、非車載無線機の保護を目的とした３０メガヘルツ未満の放射妨

害波規格というものがございます。これは、新たな規格でございまして、今までは３０

メガヘルツ以上の放射妨害波についての規制のみ考えていたわけですが、それ以下の周

波数についても検討の対象になる。これはワイヤレス充電等も関係しているわけですけ

れども、そういった新たな規格についての最初の委員会原案、文書についてのコメント

の審議というものが現在行われているところでございます。これに関しまして、我が国

からワイヤレス充電モードの試験というものが含まれてなかったことについて、これを

追加するようにとかいった提案をしておりまして、そういった内容についての審議が予

定されてございます。 

 次に、Ｆ小委員会、これは家電製品、それから、照明機器等を扱うものでございます。

第６版の審議が終了して、８月に発行されたばかりのところでございます。まだいろい

ろ残った検討事項がございますけれども、詳細はここでは割愛させていただきます。照

明機器に関しましても同様に割愛させていただきたいと思います。 

 Ｈ小委員会。Ｈ小委員会に関しましては、共通エミッション規格ということで、これ

は製品規格で規定されていない機器をどのように評価するか、あるいは、どのように制

限するかということについての共通的な部分を扱う委員会でございます。これらにつき

ましても、妨害波のモデルとか、そういった比較的抽象的な議論が多いということもご

ざいまして、ここでは割愛させていただきたいと思います。 

 次にＩ小委員会。Ｉ小委員会は、マルチメディア機器等を扱っております。これは、

先ほどＷＰＴに関してご報告したところでございますが、そのほか、ＣＩＳＰＲ３２の
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第２版が昨年３月に発行されましたが、そのときに残された議論というのが幾つかござ

いまして、それについての継続的な検討が予定されています。それからもう一つ、イミ

ュニティの規格、ＣＩＳＰＲ３５でございますが、これは非常に長いこと、１５年かか

ってようやく初版が発行されました。その前は、否決されたりとか、非常に多くの紆余

曲折があったのですが、これに関しまして、やはり時間がかかるということは、たくさ

んの懸案事項が残っているということで、その残された課題についての検討を引き続き

行うことになってございます。 

 次のページ、１４ページからは参考資料ですが、最初の１／５のところだけをごらん

ください。ＩＥＣ１９０６賞というものがございます。これは、ＩＥＣ専門業務におけ

る最近の業績を対象としたものでございまして、ＣＩＳＰＲ関連で４名のうちの３名が

我が国から受賞したということがございまして、特にここでご報告させていただきたい

と思いつけ加えてございます。この３名の方々は、それぞれＣＩＳＰＲの分野で大変活

躍されていることでの受賞ということで、ぜひ喜んでいただければと思います。 

 あと、最後のところに用語等、さまざまなものがございますが、以上でご報告とさせ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

○伊東分科会長  どうもありがとうございました。 

 大変多岐にわたる事柄、分野を扱っているということでございますが、それでは、今

のご説明につきましてご意見、ご質問はございませんでしょうか。 

 それでは、安藤先生。 

○安藤委員  多氣先生が一番ご専門のところだと思うのですが、５ページのＷＰＴの妨

害波の測定法で、先ほどお話が出たコモンモードを無視するというところは、どんな議

論が重要なのでしょうか。 

○多氣専門委員  ＷＰＴに関してはそういうことは言っておらず、先ほどのＷＰＴに関

しまして、まだ測定法に関してコモンモードを無視するという話とここはリンクはして

いません。Ｂ小委員会の中では、既にＩＨの調理器が１５０キロヘルツ以下の周波数の

放射妨害波も規制の対象になっているということを踏まえて、そこの点の周波数につい

ても視野に入れて、ごく当然のようにコモンモードのことは考えております。先ほどの

ＳＣ７７Ａ、そちらとの話というのは、これとはまた独立な話というふうにお考えいた

だいてよろしいかと思います。しかし、後々関係してくると思います。つまり、ＣＩＳ

ＰＲでは考えているということです。ただ、ＳＣ７７Ａとより密接なので、ＳＣ７７Ａ
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においてまず考えなさいとＡＣＥＣの中で割り振ったのです。ＣＩＳＰＲとしては、当

然コモンモードを考えなければいけないという頭がある中で、ＳＣ７７Ａで考えなさい

と言われているので、そちらに任せます、ＣＩＳＰＲとしてはこういうのが現在ありま

すよと言って、こうやってお渡ししたと。そして、どうなっていますかということにな

ったら、我々のところではディファレンシャルモードしか考えませんという返事が返っ

てきてしまったので、我々としてはびっくりしているという状況です。 

○安藤委員  そのままではだめだという当然の考えですよね。 

○多氣専門委員  私というか、少なくともＣＩＳＰＲ関係者は、コモンモードが大事だ

というふうに思っています。 

○安藤委員  わかりました。 

○伊東分科会長  どうもありがとうございました。 

 ＳＣ７７Ａは、伝導妨害について有線系の話をされているところでございますね。 

○多氣専門委員  そうです。 

○伊東分科会長  それに対してＣＩＳＰＲは、無線への影響を考えておられると。その

辺りの違いというのもあるのでしょうか。 

○多氣専門委員  多分そうだと思います。コモンモードは、むしろ放射することで周り

に電磁界をまき散らすわけですから、そういった問題かなという気はいたしますけれど

も、少なくともＣＩＳＰＲとしては放っておけない問題です。 

○伊東分科会長  わかりました。どうもありがとうございます。 

 何か事務局から補足はございますか。よろしいですか。 

 ほかに何かご質問はございませんでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、１点。紆余曲折があって、１５年ぐらいかかっているというお話が１３ペ

ージでございました。一方、参考として添付されている１７ページの制定手順を見ると、

スタートから国際規格ＩＳができるまで３６カ月以内と書いてございまして、ちょっと

齟齬があるように見えるのですが、その辺りはどのように処理をされてきたのでしょう

か。 

○多氣専門委員  私自身が直接かかわっていたわけではないので、正確かどうかちょっ

と確信はないですが、通常は３６カ月以内にできない場合には、改めてＮＰ提案からス

タートするということをしておりますので、恐らくそうなったのだと思っています。 

○伊東分科会長  ありがとうございます。ようやく国際規格ができるということなら大
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変結構なことかと存じます。 

 では、よろしゅうございますか。 

 それでは、ほかにご意見、ご質問等がございませんようでしたら、本件につきまして

は、答申案、資料１２２－１－３のとおり一部答申したいと思いますがいかがでしょう

か。 

（「異議なし」の声あり） 

○伊東分科会長  ありがとうございます。それでは案のとおり答申することといたしま

す。 

 

 ②「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ

規格１６－１－１及び１６－１－４の国内規格化」について 

【昭和６３年９月２６日付け電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

○伊東分科会長  次に、同じく電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員

会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ規格１６－１－１及び１６－

１－４の国内規格化」につきまして、引き続き電波利用環境委員会の多氣主査からご説

明をよろしくお願いいたします。 

○多氣専門委員  それでは、引き続きご説明させていただきます。資料１２２－２－１、

電波利用環境委員会報告概要、国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格のうち

ＣＩＳＰＲ１６－１－１及び１６－１－４の国内規格化についてと書かれています横長

のものをごらんください。この資料でございますけれども、本来の報告でございます資

料１２２－２－２、厚いほうの資料ですね。こちらのほうを要約したものでございます。

資料１２２－２－２というのは、ＣＩＳＰＲ１６－１－１と１６－１－４両方について

全て取りまとめたものでございます。ＣＩＳＰＲ１６というのは、先ほどＡ小委員会の

ところでご説明しましたように、特定の製品を対象とした規格ではなくて、無線周波妨

害波及びイミュニティの測定装置や測定方法を規定したものです。基本規格と呼ばれて

おります。このような規格は、他の製品規格が引用するための規格であって、また、製

品からの妨害波を測定するというよりは、試験場の評価を行うための規格、このような

性質ものだということでごらんいただければと思います。 

 表紙をめくっていただきたいと思います。１ページ、本答申（案）の目的と適用範囲
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ということでございます。ＣＩＳＰＲ１６－１―１の最初の１というところは、無線周

波妨害波及びイミュニティの測定装置という部分でございまして、次の最後の１、これ

はその第１編ということで、測定用受信機についての規定でございます。測定用受信機

の部分に関しまして、本文書の目的は、９キロヘルツから１８ギガヘルツまでの無線周

波妨害波の測定装置の特性と機能に関して規定している国際規格であるＣＩＳＰＲ１６

－１－１第３.１版、２０１０年１１月に発行されたものですが、これを国内規格化する

というのが本報告の目的となっています。適用範囲ですが、９キロヘルツから１８ギガ

ヘルツまでの周波数帯域における無線周波妨害波の測定装置の特性と機能、非連続的な

妨害波を測定するための特殊な装置についての要求事項でございます。今回の大きな変

更点でございますが、これまでＥＭＩ受信機と書かれている左のようなものが、受信機

として使われてきたわけでございますが、これに加えて、スペクトラムアナライザを使

った方法というものが追加された点が非常に大きな違いになってございます。 

 次のページをごらんください。本答申（案）の経緯でございます。ＣＩＳＰＲ１６－

１－１に関しましては、第２.１版が平成１８年に出ておりまして、それに関して前回の

答申が１９年になされています。その後、技術の進展により、スペクトラムアナライザ

などの新しい技術が進んできたということで、今回非常に大幅な変更がございまして、

３.１版というものができたわけです。これができたのが平成２２年なのですが、いろい

ろな事情もございまして、本答申（案）は、平成２８年、現在答申に向けてのご審議を

お願いしているところでございます。 

 次に、本答申（案）の概要ということで３ページ目、これにつきましては、先ほどの

内容と重複いたしますので、そのまま４ページ目に移っていただければと思います。４

ページ目、前回答申からの相違点ということでございます。これは、国際規格が２.１版

から３.１版に変わる経緯の中で変わってきたことで、先ほど申し上げましたように、ス

ペクトラムアナライザの追加という非常に大きな変更がございました。それから、前回

答申と違って情報的な附則というものを、構成上の違いということで一応書いてござい

ますけれども、内容的にはそれほど重要ではないのですが、附則を追加したという違い

がございます。内容的には、測定用受信機の技術の進歩に伴う機能・性能の改定という

ことで、先ほどの厚い資料を少しだけごらんいただければと思うのですが、最初、横長

の書きぶりになっておりまして、７４ページまで行くと表が出てまいります。ここに参

考１－１と書いてございまして、前回答申規格と答申案と、それから相違点概要及び理
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由というものがまとめてございます。項目数にして１２３項目ございます。この中は、

先ほど申し上げましたようにスペクトラムアナライザを追加するということ、それから、

前回まだあまり規定されきっていなかったバンドＥという１ギガヘルツ以上の周波数帯

の規定が大分加わったとか、いろんな新しい技術に対応した変更がございますが、いず

れにしても前回と今回の変更の理由というのは、全て国際規格が新しくなったから前回

と今回は違うとご理解いただければ問題ないかと思います。 

 次のページに移っていただきます。１．５．というとことで、国際規格と本答申（案）

との相違点ということでございます。国際規格をそのまま国内規格にできればよろしい

のですけれども、いろいろな意味で若干違うところというのがあるのが通例でございま

す。今回はそれほど大きな違いはなくて、まず、検討中と国際規格の中に書かれている

ときに、これは非常に曖昧になるということで、国内規格では削除するのが従来の慣例

になっているということでございます。前回と同様、検討中と書いてあるところは、全

て削除してございます。それからもう一つ、附則Ｅというところに原文にはない注が書

いてあります。これは、その注がないといろいろ誤解を招く、あるいは理解しにくいと

いう声が非常にあったということで、正しく適用していただくために、国内規格の中に

注をつけたということでございます。違う点に関しましては、トータル２３項目、先ほ

どの表の後ろに書いてございますが、いずれも内容を書きかえるというようなものでは

なくて、今申し上げたような趣旨の違いだということでご理解いただければと思います。 

 次ですが、６ページ目をご覧いただきまして、今度は１－４、第１部第４編について

のご説明をさせていただきます。第４編のほうは、放射妨害波測定用のアンテナと試験

場ということでございます。この国内規格の目的としているところは、９キロヘルツか

ら１８ギガヘルツまでの放射妨害波を測定するためのアンテナと試験場の仕様、特性及

び性能を規定している国際規格であるＣＩＳＰＲ１６－１－４第３.１版、これは２０１

２年７月に発行されていますが、これを国内規格化するということでございます。適用

範囲については、９キロヘルツから１８ギガヘルツまでの放射妨害波を測定するための

機器の特性と性能、それから、アンテナと試験場の仕様ということです。前の版からの

大きな違いというのは、ここに書いてございますように、広帯域アンテナというものが

使われるようになったということでございます。これは、先ほどのパート１、第１編で、

スペクトラムアナライザを使うという話と対応しているということでございます。 

 それでは、７ページ、本答申（案）の経緯について簡単にご説明させていただきます。
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ＣＩＳＰＲ１６－１―４の第２版というのは、平成１８年にできておりまして、平成１

９年に前回の答申が行われました。背景としては、アンテナの技術進展により、広帯域

アンテナが普及し、それまで同調ダイポールアンテナというものが使われていたわけで

すけれども、周波数ごとに交換しながらやらなければいけないというようなものだった

ものが、非常にスピーディーに測定が行われるようになったという進歩があったわけで

ございます。このような新たなアンテナを用いた試験場適合性確認方法というものが登

場して、試験場ごとに再度送受信アンテナ個々の校正を行う必要がなくなったわけでご

ざいまして、試験時間の短縮及び測定不確かさの軽減というものに寄与することになり、

それらを踏まえた第３.１版というものが平成２４年に発行されました。これを受けまし

て、本答申（案）に至ったわけでございます。 

 次のページをお願いいたします。２．３．本答申（案）の概要でございます。まず、

対象機器は放射妨害波測定用アンテナということで、従来の同調型ダイポールアンテナ

に加えまして広帯域アンテナというものがきちんと定義されてございます。それから、

試験場は、さまざまなタイプの試験場が対象となっています。規定内容ですけれども、

９キロヘルツから１８ギガヘルツによる放射妨害波測定用のアンテナ及び試験場の仕様、

特性、性能ということで、下の図はごく一例として挙げているのですけれども、真ん中

の丸のところに供試装置を置くわけですが、放射妨害波測定用のアンテナというものが

右のほうにございます。置く場所、どこから出ているかということが必ずしも一定しな

いわけですから、この中でいろいろな定在波が立っているような状況はよくないという

ことで、電圧定在波比をどういう点で測り、この場所が適切な場所であると判断したら

いいかという例示がここに書かれてございます。こういったことを規定しているという

ことでございます。 

 次のページをお願いします。２．４．前回答申からの相違点ということでございます

が、広帯域アンテナの仕様及びサイト適合性確認方法の規定の変更というのがございま

す。従来の同調型ダイポールアンテナに加えて、バイコニカルアンテナ、あるいは、対

数周期ダイポールアレイアンテナ等の広帯域アンテナを試験場評価に使用できるように

するため、広帯域アンテナの仕様・特性及び試験場適合性確認方法を整備いたしました。 

 ２番目として、校正済みアンテナペアを用いた参照サイト法、これはあらかじめアン

テナをペアとして用意しておいて、ペアとして評価に用いるという方法でございます。

これを用いてＯＡＴＳ、これはOpen Area Test Site、要するに屋外のテストサイトでご
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ざいます。それからＳＡＣ、Semi Anechoic Chamber、半無響電波暗室ということで、床

面が金属になっている電波暗室のことを言っています。この試験場の適合性評価の導入

をしたと。内容的には、送受信アンテナ個々に校正を行う必要がなくなったことで、測

定不確かさを軽減できるというものでございます。 

 それから３番目としては、第９章というものが追加になりまして、ケーブルのコモン

モードインピーダンスを安定させる装置であるコモンモード吸収デバイスを新規に追加

したと。これは、測定する際にケーブル等をつながないと動作しない機器というのが普

通でございまして、ただ、ケーブルをつないでいる条件によって結果が変わってしまう

という問題がございましたので、そこでコモンモードが低減されるようなＣＭＡＤと呼

ばれるデバイスを装着するということを幾つかの規格で既に要求しております。それに

ついての要求条件等を基本規格の中で規定したというものでございます。 

 ４点目として、校正済みアンテナペアを用いたＲＳＭ、先ほどの参照サイト法を使用

した適合性確認用の試験場適合性評価に対する不確かさバジェットの例というものを附

則として追加したと。要するに、この方法を用いたときに、不確かさというものを積み

上げていって、それが適切な範囲におさまっているかどうかという判定が必要なわけで

すが、大変わかりにくい手順ということもございまして、その例を附則の中でお示しし

ているということでございます。 

 これに関しまして、相違点については、今４つだけまとめて申し上げましたけれども、

先ほどの１２２－２－２の資料の一番最後のページに、先ほどと同様に表の形で相違点

を取りまとめてありまして、全部で１５６項目にわたる相違点がございます。いずれも

先ほどと同じ国際規格の進展に伴う変更点だということでご理解いただけると思います。

それから、先ほどの例ですと、国際規格と国内規格の相違点というものも簡単にご説明

していたのですが、今回も幾つかはございます。１４項目ほどございますけれども、こ

れらも同様に検討中のことを除くとか、そういった形式的な相違だけですので、特段こ

この資料の中には追加してございません。 

 以上でございますけれども、これに関しまして、パブリックコメントを募集してござ

いました。資料の１２ページ目をごらんいただきたいと思います。意見提出期間、７月

１日から８月１日まであったわけですが、その間に提出されたご意見は１件ございまし

た。これについて簡単にご説明したいのですが、実はパブリックコメントをかけました

際に、附則Ｚというものがありました。この附則Ｚ、本来Ａから順番に附則というのは
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あるのですが、Ｚというのは、国内で特に追加した附則のときにはＺから始めます。そ

ういった国内で独自につけた附則があったのですが、その附則は、前のバージョンをそ

のまま踏襲して、今回報告書の案になっていたわけなのですが、ご意見の中で、現在こ

の附則に基づいての測定、これは同調ダイポールアンテナを使うという大変古い方法だ

ったわけで、それらはもうやられていないので、これを国内でわざわざ国際規格と違う

ものをつける必要はないのではないかというご意見がございました。これに関しまして

検討したわけですが、国際規格とあえて違うものをつけてまで、必要のないものを国内

規格に載せるのは確かにふさわしくないということで、これについて削除するという結

論にさせていただいたということでございます。 

 以上でご説明を終えさせていただきます。 

○伊東分科会長  ありがとうございました。 

 ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問はございませんでしょうか。よろし

ゅうございますか。 

 それでは、特にご意見、ご質問がございませんようでしたら、本件は答申案、資料１

２２－２－３のとおり一部答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○伊東分科会長  ありがとうございます。それでは、案のとおり答申することといたし

ます。 

 ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご説明を伺え

るということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○富永総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の富永でございます。本日は２件の一部答

申をいただきまして厚く御礼申し上げます。 

 ＣＩＳＰＲの杭州会議への対処方針につきましては、本日ご答申いただきましたとお

り、無線通信に対する各製品の妨害波の影響を総合的に勘案するとともに、我が国の利

益と国際協調を最大限に実現できるよう対処してまいります。特にワイヤレス電力伝送

分野につきましては、我が国のこれまでの提案が国際規格に反映されるよう対処してま

いります。それから、無線周波妨害波及びイミュニティの測定装置の技術的条件につき

ましては、平成２５年９月より、電波利用環境委員会において大変熱心にご審議いただ

きまして、放射妨害波を測定するための機器、アンテナや試験場などにつきまして、情

報通信技術の進展に対応した技術的条件をお示しいただきました。総務省といたしまし
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ては、本日の一部答申を受けまして、関係規定の整備に速やかに取り組んでまいりたい

と考えております。 

 伊東分科会長をはじめとする委員の皆様、それから多氣主査をはじめとする専門委員

の皆様に重ねて御礼を申し上げますとともに、引き続きご指導を賜りますようよろしく

お願い申し上げます。どうもありがとうございました。 

○伊東分科会長  ありがとうございました。 

 

（２）諮問事項 

   「新世代モバイル通信システムの技術的条件」について 

【平成２８年１０月１２日付け諮問第２０３８号】 

 

○伊東分科会長  続きまして、諮問事項に移ります。諮問第２０３８号「新世代モバイ

ル通信システムの技術的条件」について審議いたします。本件は、本日、総務大臣より

情報通信審議会に諮問され、議事規則第１０条第３項の規定により、同日付で当分科会

に付託されたものでございます。 

 それでは、総務省からご説明をよろしくお願いいたします。 

○杉野移動通信課長  それでは、資料１２２－３－２に基づきましてご説明を申し上げ

ます。 

 表紙をめくっていただきまして１枚目でございますが、諮問の背景でございます。２

０２０年の実現ということを目標にいたしまして、世界各国で５Ｇ、第５世代の移動通

信システムについての取り組みが進んでおります。５Ｇは、超高速、あるいは多数同時

接続、低遅延・高信頼といった特徴を持っておりまして、交通であるとか、スマートシ

ティー、農林水産、医療など、さまざまな分野での活用が期待されております。また、

それに伴って新ビジネスの創出ということもできるのではないかと言われております。

この５Ｇを早期に実現するということで、今回その実現に向けた技術的条件についての

取りまとめということで検討を開始するものでございます。２番目として、検討の方向

性ということを書いてございますが、まず、検討の前提となる事項として、基本コンセ

プト、ネットワーク構成、サービスイメージ、要求条件、あるいは４Ｇから５Ｇへの進

化のシナリオといったようなことについて確認をした上で、ＩｏＴへの展開等も含めて、

４Ｇまでと異なる進化ということで、５Ｇについての技術的条件の検討に着手するとい
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うことで、５Ｇの導入が想定される周波数帯ごとに技術的条件を取りまとめていくとい

うような段取りで進めていければと思っております。 

 資料のほう飛びまして、３ページ目をごらんいただければと思います。こちらのほう

は、現在までの携帯電話の契約数の推移でございますが、２０１６年３月末の時点で１

億６,０００万弱ということで、グラフをごらんいただいたとおり順調にといいますか、

増加が続いております。この傾向はまだまだ続くのではないかと思っております。特に

そのうちＬＴＥを使っていらっしゃる方の割合が、７割近くまで現状もう行っていると

いうことでございます。 

 次のページ、４ページ目でございますが、移動通信のトラヒックの推移でございます。

こちらのほうも年々増加ということで、現状でも１年間で約４割の年間トラヒックの伸

び、１加入者当たりでも約２割ずつは増えているという状態でございます。これもまだ

まだ増加の傾向が続くのではないかというふうに想定されているところでございます。 

 ５ページ目でございますが、あわせて移動通信システムの進化ということで、第１世

代、アナログのものが１９８０年から９０年ぐらいまで使われていたわけでございます

が、その後、デジタル化された第２世代が９０年から入りまして、第３世代、第４世代

ということで、現在使われている最新のものがLTE-Advanced、いわゆる第４世代という

システムでございます。今回諮問をさせていただきますのは、その次に当たる第５世代

ということで、通信速度でいいますと、この３０年間で約１万倍まで速度が大きくなっ

ているということでございます。だいたい１０年ごとに進化をしているということでご

ざいます。 

 ６ページ目のスライドでございますが、それでは、この５Ｇで、どのようなことが変

わるのかということでございますが、先ほど申し上げましたように５Ｇの主要な性能、

超高速、多数同時接続、超低遅延ということでございますけども、具体的に言いますと、

現行のＬＴＥと比べた場合に伝送速度で１００倍、接続される機器の数でも１００倍、

遅延にいたしますと１０分の１ということで、かなりの性能のアップを期待してという

ことで、そういう性能を目指して５Ｇをつくっていくということでございます。 

 下のほうの図に矢印がありますが、第２世代、第３世代、第４世代と、これまで移動

体無線技術につきましては、高速化、あるいは大容量化ということはずっと進んでまい

りました。５Ｇにつきましても、高速化、大容量化路線は引き続きということでござい

ますが、それに加えて、超低遅延、あるいは多数同時接続が機能として追加されていく
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ということで、超高速ということでいいますと、例えば２時間の映画、これはフルハイ

ビジョンで、ＤＶＤでいうと１枚３.６ギガバイトでございますが、これは大体３０ギガ

ビットぐらいになりますので、これですと、１０ギガｂｐｓの速度であれば３秒で送信

可能ということになると。あるいは、超低遅延ということになりますと、遠隔地からオ

ンラインで、ロボットのようなものについて精緻な操作がリアルタイムでできるように

なると思われます。それから、多数同時接続についていいますと、現状でいいますと、

部屋の中でネットワークにつながっている機器は数個程度、スマホとパソコンぐらいだ

ったものが、１つの部屋の中で大体１００台ぐらいの端末、あるいはセンサーが同時に

接続されている状態、こういったものが実現できるのではないかということで、この部

分については、社会的なインパクトが非常に大きくなるのではないかというふうに考え

ております。 

 次のページ、７ページ目でございますが、ＩＴＵにおいての検討の状況についてご説

明申し上げます。ここに出ていますけれども、２０１５年９月にＩＴＵ－Ｒで、ＩＭＴ

ビジョン勧告（Ｍ．２０８３）という勧告が策定されております。その内容が下に出て

おりますが、こちらは、利用シナリオであるとか要求条件といった、５Ｇの開発の大ま

かな方向性を提示したものでございます。左側の下の図が、主要な性能ということで、

高速化、それから多数接続、低遅延ということを三角形で示しておりますが、ネットワ

ークの機能、あるいはリソースといったものをモジュール化して必要に応じて利用して

いくと。さまざまなユースケースに対応可能ということで、多様性、柔軟性を持ったネ

ットワーク設計をしようと。あるいは、全てのネットワーク機能を全てのネットワーク

に装備する必要はなくて、異なる機能、特性を持ち合わせた複数のネットワークを組み

合わせて、ヘテロジニアスなネットワークで運用してサービスを提供していくといった

ようなことを考えていこうというのが５Ｇでございます。右側のほうは、レーダーチャ

ートになっておりまして、３つの要素をさらにかみ砕いて８つの要素に分けたものでご

ざいますが、LTE-Advancedと比べた場合でもこういった形で性能がアップするというこ

とがビジョン勧告の中には示されているということでございます。 

 次のページ、８ページ目でございますが、５Ｇが提供されるとどんなことが変わって

くるかということの話の一つとして、実際のビジネス、産業構造への変化がどうなるか

といったことをお示しした図でございます。下の図にございますが、これまでの４Ｇま

でというのは、下のグラフの左側のほうにありますけれども、スマートフォンであると
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かタブレットといった端末をベースにしたサービスの提供というのが中心でございまし

た。５Ｇになりますと、端末に加えてこれまで端末ではなかったもの、IoT的なものとし

て例えば自動車であるとか、産業機械、スマートメーターといったものにも５Ｇのネッ

トワークをつなげることができるようになるということで、この部分につきまして、新

たな使い方、あるいはビジネスができてくるのではないかということで、ここをうまく

取り込むことが５Ｇにとって非常に大事になるであろうと思いますし、それを取り込め

るようなネットワークをつくっていかなきゃいけないということになるかと思っており

ます。 

 次のページ、９ページ目でございますが、IoTの関係でいいますと、現在議論が進めら

れておりまして、５Ｇでもそうなのですが、３ＧＰＰ、これは日米欧を中心とした標準

化団体が一緒になってやっているプロジェクトでございますが、その中でナローバンド

のIoT、あるいはｅＭＴＣといったようなものの検討が進められております。これらにつ

きましては、早期にサービスを開始ということでございますので、低消費電力であって

広いカバーエリアを持つ、それから低コストということで、こういったものも早く使え

るようになるのであれば、５Ｇ的な使い方をするサービスの一つということで、ＩｏＴ

をネットワークで接続するという意味では非常に重要になってくるのではないかと思っ

ております。 

 それから、１０ページ目でございますが、現状の５Ｇの実現に向けた課題ということ

で、ここでは３つの課題を挙げさせていただいております。１つが、研究開発・総合実

証実験ということで、５Ｇの要素技術、先ほど申し上げました３つの要素について実現

するための技術についての研究開発、あるいはそれを組み合わせてうまく実際に動くよ

うにということで、利活用分野においての総合実証ということが一つの軸になります。

それから、左側にございますが、国際連携・協調の強化ということで各国との間での取

組を進めて、情報共有、あるいは国際標準化、国際共同研究といったものを実施してい

くことが必要かと思います。それから、右側の下の部分、これが今回の諮問させていた

だく内容の関連でございますが、５Ｇの導入に向けた技術的条件の策定ということで、

基本コンセプト、ネットワーク構成等、あるいは４Ｇから５Ｇへの進化のシナリオとい

ったことを受けまして、周波数帯ごとに技術的条件を策定して制度整備を行うというこ

とを推し進めていく必要があるかと考えております。 

 １１ページ目以降、それぞれについてもう少しブレークダウンしたものをご用意いた
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しました。１１ページ目でございますが、こちらは、研究開発・総合実証についてでご

ざいます。研究開発につきましては、平成２７年度から要素技術についての研究開発を

進めております。それから、今年度からはヨーロッパ等と国際共同研究を実施してきて

おります。あわせまして、来年度から５Ｇの実証実験ということで、ユーザー参加型で

具体的なアプリ、サービスを前提として実証実験を行うということで、これも実施する

場所を東京だけではなくて、地方でも行えるように準備を進めているところでございま

す。こういった流れを受けまして、国際標準への活動であるとか、あるいは企業等の活

動というものにつなげていくことで、２０２０年のオリンピック・パラリンピックぐら

いのタイミングまでに、世界に先駆けて５Ｇの実現を目指すということを考えていると

ころでございます。 

 それから、１２ページ目でございますが、今年の７月に報告書として公表されました

電波政策２０２０懇談会の報告書の中のイメージ図でございますが、実際に５Ｇが実現

する社会のイメージということで、スポーツの楽しみ方が変わると。実際にスタジアム

に行っている方々がその場で使う、あるいはパブリックビューイングで大勢の方が一斉

に使うようなビデオのサービスといったようなもの。あるいは、お買い物のシーン、シ

ョッピングの場で、店頭に並んでいるものがセンサーによっていろいろな形でデータ管

理が行われる、支払いも自動で進むといったようなこと。あるいは、防災・減災の仕組

みということの中でもセンサーを使うと。あるいは、ドローンによる映像の伝送を使う

といったことがある。仕事のやり方が変わるということで、遠隔地で操作をしながら仕

事をするというようなことができるのではないかということがまとめられております。

実証実験の中で、こういったイメージに近いような内容を具体的に構築していって、技

術的要素、あるいはサービスの有用性といったものを検証、確認していくことを進めた

いと考えております。 

 それから１３ページ目、こちらのほうは、主要国の取組の状況ということで、海外と

の連携の状況でございますが、各国の取組状況の主なところをまとめたものでございま

す。アメリカにおきましては、ＦＣＣが「報告と規則」という形で、５Ｇで使う周波数

帯について４つの周波数帯を既に提示しております。４Ｇを担当していたベンダー、通

信事業者からなるグループが５Ｇを目指すということで、５Ｇ Americasと名前を変え

て５Ｇの推進活動を強化しています。商用サービスについての計画もあるということで

ございます。ヨーロッパにつきましては、産官学連携の５Ｇ ＰＰＰというものが設置
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されておりまして、ＦＰ７の後継に当たります欧州の研究開発イノベーション枠組みプ

ログラム、Horizon２０２０というところで５Ｇの研究、あるいは実証プロジェクトを実

施するということが進んでおります。各国でも、英国のサリー大学の例等もございます

し、研究・実証等が進んでいるという状況でございます。韓国におきましては、２０１

８年の平昌でのオリンピックに向けて、ＫＴ、サムソン等が実証実験の計画をしている

ということでございます。それから、中国におきましても、FuTURE FORUMということで、

３省庁が連携して研究開発団体を設立していると。ＩＭＴ２０２０ Promotion Groupと

いうところが要求仕様を検討していると。あるいは、５Ｇの実証実験ということで、既

に３ギガから４ギガ帯を使ったものを実施しているということでございます。 

 次のページ、１４ページ目でございますが、実際に各国の地域の５Ｇの推進団体をま

とめたものでございます。主要国、欧米、それからアジアにおきまして、これだけもう

既にグループができているということでございまして、それぞれにおいて要素技術、要

求条件等の検討、研究開発等を推進しているということで、後ほどまたご紹介をいたし

ますが、全体相互間で国際連携の動きというのも出ております。日本の団体は、中心に

ございます５ＧＭＦというところでございますが、日本の５Ｇ推進団体と各地域の５Ｇ

推進団体との関係も連携が進んでいるところでございます。 

 それから、１５ページ目でございますが、こちらは、国際標準化の動向でございます。

この表に出ておりますが、ＩＴＵと、それから３ＧＰＰを中心として国際標準化の動き

がございます。先ほどご紹介いたしましたように２０１５年９月にＩＴＵにおいては、

ＩＭＴビジョン勧告というものができておりまして、現在そのビジョン勧告に基づいた

形で、技術性能要件についての検討が進んでいます。一方、それに並行する形で、３Ｇ

ＰＰにおいても標準化作業が進んでおります。基礎的な調査を現在実施しているという

ことで、リリース１５、次のリリースのときまでには基本仕様がまとまるということで

ございます。基本仕様がまとまった上で、２０１８年から１９年にかけてリリース１６

ではフルスペックができてくると。それに合わせてＩＴＵの側でも、無線インターフェ

ースの議論、勧告に向けてということでございます。現状では、２０１７年ぐらいから

始められるというふうに予定されています５Ｇの無線インターフェースの提案の受付に

向けて、具体的に提案される無線インターフェースが満たすべき技術的条件について議

論が行われているという状況でございます。 

 次のページ、１６ページでございますが、先ほど少しご紹介いたしましたように、各
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国の５Ｇ推進団体との連携の状況でございます。欧州、韓国、あるいはアジアの国々で

も、例えばインドネシア、マレーシアといったところにも５Ｇの推進団体がございまし

て、各国と日本の５Ｇの推進団体であります５ＧＭＦとの間で、さまざまな形で連携の

枠組がもう既に動き出しております。それを受けまして、具体的に国際会議の開催等と

いうことで、いろいろな会議が行われておりますし、その中でもGlobal 5G Eventという

ことで、１回目が、中国、北京で今年６月に行われまして、２回目、間もなくイタリア、

ローマということで、これは持ち回りということで、３回目は日本での開催も予定され

ているところでございます。 

 以上のような形で、５Ｇのいろいろな動きが国際的に世界各国で行われているわけで

ございますが、１７ページ目、諮問の内容について再度ここでご紹介というか、させて

いただければと思います。こういった動きの中で、我が国においても歩調を合わせるよ

うな形で、あるいは世界に先駆けてということで、５Ｇについての技術的条件を早期に

策定していくことが必要かと考えております。そのため、審議会におきまして、新世代

モバイル通信システムということで、２０２０年代の移動通信システムの技術的条件の

諮問をさせていただくということでございます。来年の夏ごろまでに、５Ｇの基本コン

セプトを明確にした上で、周波数帯ごとに随時一部答申ということでいただければと考

えております。下のほうの表に周波数帯の図が書いてございますが、これは小さい字で

わかりにくくて大変恐縮でございますが、色がついているところ、６ギガ以下の周波数

については、ほかの用途で既にもう使っているというところでございます。それに対し

て、赤い破線で囲まれている部分が、先ほどご紹介した電波政策２０２０懇談会で５Ｇ

用に使ってはどうだろうかということでリストアップされました周波数帯に相当いたし

ます。このような形で、あいている周波数はございませんので共用ということも考えな

がら、どういった形で５Ｇの周波数を使っていけばいいのかということを技術的条件と

してご検討いただければと思います。それから、６ギガ以上の周波数帯につきましては、

ＷＲＣ－１５で候補となる周波数帯、１１の帯域は決まっております。黄色いところで

下の図２のほうに出ておりますが、そこも含めて周波数として使っていけるところ、ど

ういったところで使えるかということについてご議論、ご検討いただければと思ってお

ります。 

 駆け足でございますが、以上でございます。 

○伊東分科会長  どうもありがとうございました。 
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 それでは、ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問等はございませんでしょ

うか。三瓶先生、どうぞ。 

○三瓶委員  今回、新世代モバイル通信システムのという前提になっているのですが、

ご説明の中では、例えば６月にリリース１３に含まれたナローバンドIoTとかｅＭＴＣが

存在するということが書かれていて、この検討の中では、その部分も含めてマイグレー

ションも考慮していろいろ議論するということなのか、それとも、新規のというか、特

に５Ｇということで議論するのか、いずれなのでしょうか。 

○杉野移動通信課長  ありがとうございます。先ほど９ページ目のスライドでご紹介し

たＮＢ－ＩｏＴ、ｅＭＴＣ等につきましては、ＩｏＴ的な使い方ということですので、

その前の８ページ目にございました４Ｇまでの端末ベースというものとは大分毛色が違

ってくるだろうと思っています。そういう意味でいうと、５Ｇ的な要素のほうが強くな

ってくるかと思いますし、４Ｇから５Ｇへのマイグレーション、進化のシナリオという

ことも含めて勘案したいと思っておりますので、ＮＢ－IoT、ｅＭＴＣについては、あわ

せてこちらの諮問の中でご検討いただければありがたいと思っております。 

○三瓶委員  それでよろしいと思うのですが、やはり５Ｇの議論をするときに、例えば

デバイスの数は何百倍になりますという言い方をよくします。それから、ｅＭＢＢに加

えてＩｏＴの要素が加わりますということもされるのですが、何百倍という要素の中の

ほとんどはＩｏＴですね。IoTデバイスが何百倍になりますというのが実態のところで、

それに対して現状というのは、IoTをつかったネットワークであるとかシステムというの

が現状存在しないということ、あまり存在していないということが事実で、要は新規サ

ービスの導入にほぼ等しい条件が現状であること、それは多分そうだと思うのですね。

そのときに、日本が一番苦手とするのがそこかなと思います。要するに新規サービスと

いうときに、どうやって新規サービスを開始するのだという議論になってしまうと、私

がやるのか、誰がやるのかという、何かそこで躊躇してしまうという過去の雰囲気が何

となくあるような気がするのですね。そういう意味でも、マイグレーションというのは

非常に重要な要素で、ナローバンドＩｏＴとか、そういうものからも含めて、システム

をいろんな形で導入してということを前提にやっぱり議論していただけるといいのかな

というように思います。 

 以上です。 

○伊東分科会長  ありがとうございます。 
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 では、鈴木先生。 

○鈴木分科会長代理  ３つあります。単純な用語の質問から。 

 ７ページの右側のレーダーチャートで、エネルギー効率という数値があります。４Ｇ

から５Ｇで１％から１００％になるという１００倍ということですが、このエネルギー

効率とは何かということをまず、用語を教えてください。 

 それから、今の三瓶先生の質問と関連があるのかもしれませんけれども、８ページで、

今回諮問に期待されていることとして、このようなIoTの世界等々が加わってくるという

ことが、今までの４Ｇとは違う技術要件を要求しているということを意味するスライド

なのでしょうか。もしそうだとすると、例として例えばどんな技術要件がこれまでとは

変わってくると事務局として考えているのかということを教えてください。 

 それから最後です。１７ページですが、６ギガ以上と言いながら、５ギガヘルツから

２０ギガヘルツまでが全く表示されていないのですが、ここには５Ｇの主要の可能性が

ないということで表示されていないということでしょうか。 

 以上、３つの質問、よろしくお願いします。 

○杉野移動通信課長  ありがとうございます。 

 まず１つ目のご質問のエネルギー効率の件でございますが、ITU-R勧告M.2083において

単位消費エネルギー当たりの情報量、bit/Jouleと定義されております。 

 それから、次のご質問、２番目の技術的要件についてでございますが、一番難しいの

は、その前の７ページ目のところでご説明を口頭で申し上げましたが、今までのネット

ワークのつくりと違って、ヘテロジニアスなネットワークの使い方をすると。機能をモ

ジュール化して、必要なリソースをサービスの利用シーンごとに組み合わせて使うとい

うことを前提としておりますので、そのような技術を使う上で、周波数を使う上でどう

いう技術的条件をつけていけばいいのかということは設備ベースでといいますか、端末

をベースにしたサービスのつくり方と大分違ってくると思っています。そこが一つのポ

イントになるのではないかと思っております。 

 それから、３点目のご質問でございますが、周波数帯については、現時点で候補とな

っているというのがこの周波数帯でございまして、先生ご指摘のとおり、間のところは

抜けているということもございます。 

○鈴木分科会長代理  わかりました。ありがとうございます。 

○伊東分科会長  前田先生、どうぞ。 
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○前田委員  今出てきた質問とも少し関係するのですけれども、６ページを見ると、今

回全てのものを５Ｇでつなぐということが、例えば６ページの一番下に、自宅の部屋の

中のセンサーとか全てのものがつながるというようなイメージも想定されていると思い

ます。実際には、家の中とか、それぞれのところには無線ＬＡＮみたいなものも併用し

て使われるのではないかと思います。それで、想定されているネットワークがヘテロな

ものということにもなっているのですけれども、そういう幾つかの組み合わせを含めた

上で、５Ｇをどこに使うのかということを想定した技術要件というのも検討していかれ

るんでしょうか。今見ると、全てのものが全て５Ｇでつながってくるということが想定

されているのかなと少し感じたのですが。 

○杉野移動通信課長  ありがとうございます。 

 前田先生がご指摘のところは非常に説明が難しいところなのですけども、例えば先ほ

ど９ページ目のところ、ＮＢ－ＩｏＴの図の下のほうに図があるかと思うのですけれど

も、ここに緑の点線で「５Ｇ？」みたいなことが書いてありますが、これがいってみれ

ばヘテロジニアスなネットワークの使い方のイメージだと思うのですね。５Ｇそのもの

のネットワークというものをどういったもので捉えるかということが、いってみればこ

れが５Ｇのネットワークですというものが、もしかしたら新しいネットワーク、３Ｇか

ら４Ｇに変わったときと同じように、４Ｇのネットワークはこれですというのに対して

５Ｇのネットワークはこれですということにはもしかしたらならないのかもしれません。

先ほど先生からご質問のあったように、例えば家の中であればＷｉ－Ｆｉのネットワー

クを使うようなこともあるでしょうし、そういったものも含めて複合的にネットワーク

を使いながらサービスを受けるというようなことが５Ｇと言えるのかもしれないと思い

ます。そういったものを含めて実はこの後検討していくということが必要かと思ってい

ます。 

○前田委員  わかりました。 

○伊東分科会長  よろしゅうございますか。 

 それでは、三瓶先生。 

○三瓶委員  今の件についてですが、無線ＬＡＮというものも、５Ｇネットワークに接

続されるとは思うのですが、今回の検討の新世代モバイル通信システムのといったとき

に、果たして無線ＬＡＮは含めるのかというのは少し疑問な点がありまして、要は、や

っぱり既存ネットワークはあるという中で、技術的要件ですので、無線ＬＡＮ自体はも
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う技術的要件は全部固まっていて、そういう意味では、バックグラウンドとしては含ま

れるかもしれないけども、議論には入らないのではないかと思うのですが、違いますか。 

○杉野移動通信課長  三瓶先生のおっしゃるとおりです。ヘテロジニアス的な使い方と

いう意味でいうと、Ｗｉ－Ｆｉのようなものを一緒に使うということはあると思います

けども、５Ｇのものとして新たにつくるもの、先ほどの最後のページにあった周波数帯

を使うようなものというのは別のものとしてつくるということでもありますので、そう

いう意味でいうと、先生のご指摘のとおりかと思います。 

○伊東分科会長  相田先生、どうぞ。 

○相田委員  先程から気になっているのですけど、やっぱり一番のメーンがその周波数

を有効利用するための無線区間の規格であるのは確かなのですけども、５Ｇといったと

きに、ヘテロジニアスの間でいかにシームレスなローミングするかとかいうような、コ

ア網のつくり方も非常に重要になるところで、今回の技術的条件というところにどこま

でが入っているかというところがやっぱりよく見えなかったところで、私としては、当

然５Ｇの技術的条件といったら、いかにネットワーク上にソフト的にこういうヘテロジ

ニアスなネットワークを、統合するネットワークを構築していくかというところ、統合

していくかというところが当然入ってくるのだろうと思っていたのですが、そういう理

解でよろしいんでしょうか。 

○杉野移動通信課長  １ページ目のスライドのところで説明を中途半端に飛ばしてしま

った箇所なのですが、検討の方向性のところの左側から右側のほうに、検討の前提とな

る事項というところがございますが、相田先生が今ご指摘いただいたような話というの

はまさにここの部分で、かなり議論することになるのではないかと思っています。それ

を受けた形で、実際に新たに使う周波数を入れてシステムとしてはつくっていくべきと

いうようなことを洗い出していくことをして、その周波数帯ごとに技術的条件をつける

という２段構えでの議論になると思っています。ですので、相田先生の今ご指摘のとこ

ろは、多分最初の段階のところで、かなりある程度のところまでは議論をした上で、そ

れに沿った形で具体的な周波数帯、どこを使えばいいのかというような話のほうに移っ

ていくということになろうかと考えております。 

○伊東分科会長  安藤先生。 

○安藤委員  今のご質問にも関係するのですが、例えば何カ所かに「周波数帯ごとに」

という言葉が出てくるので、周波数帯ごとにというと、どうしても無線区間特有の話に
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見えるのですが、５Ｇというとやっぱり特徴として、たくさん機器があるとか、遅延が

とか、超高速もあるけど、特徴のある技術の技術課題というのは必ずしも無線区間だけ

じゃなくて、そんなにたくさんつながるときは、ネットワークにもすごく大きな課題が

あると思うんですよね。そうすると、今、相田先生がおっしゃったような意味で、まさ

にいろんな周波数も違う、あるいは性格も違う無線のネットワークをどういうふうに結

果としてハンドリングするのかというところのほうがダイナミックなのかなと思ってい

たので、それが周波数ごとにという言葉があまり前面に出ると、昔の議論のようなこと

を繰り返せばいいのかなと勘違いしそうな気がしました。 

○杉野移動通信課長  私の説明が非常につたないもので申しわけありません。周波数ご

とにと書いてありますのは、例えば１７ページ目の最後のスライドで少しご説明したの

ですが、図１、６ギガ以下が一番わかりやすいのですが、こういった状態で、現状もう

既にあいている周波数がないという状態になっています。その中で５Ｇとしてこういう

ネットワークの動きをするものをつくりたいというときに、そのネットワークの動きに

合わせてどの周波数帯が一番使いやすいのか、あるいはどういう条件で使うのか、例え

ば具体的に言うと、屋内で使うのか、屋外で広く使うのかとか、違いがあるかと思いま

すけれども、そういったものをまず洗い出した上で、それに対して、その周波数帯で既

に使っていらっしゃるものとの共用の条件をまず考えなきゃいけないと思いますので、

そういった意味で、周波数帯ごとにという形で言葉を使っておりました。実際には、先

ほど相田先生にご質問いただいた件、あるいは、前田先生にご質問いただいた話も含め

て、全体として５Ｇというのはどういう使い方をするのかということをご検討いただい

た上で、そのときに使用する周波数としては、この周波数帯を使うのがいいだろうとい

うことになれば、その場合に共用の条件はどうなるのかといったことを順次検討を進め

ていくという形で進めていただければと思っております。 

○安藤委員  今のままではもうここは入る余地がないところもあるから、そういうこと

もありますよね、確かに。わかりました。 

○伊東分科会長  よろしゅうございますか。 

 では、青木先生。 

○青木委員  既に散々出ている使い方等、５Ｇの技術条件の発展の仕方というのは関係

あるというのはもう散々出ていると思うのですが、特にあえて指摘させていただくと、

お願いしたいことは、１２ページの５Ｇが実現する社会のイメージというのがあって、
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例えばお金を支払うとか、あと特に気がついたのですが、右下に家庭でいろいろなこと

ができるというのが出てきていますけど、家庭でホームオフィスで働くのは非常に重要

なことであり、期待しているのですが、現在でもある程度できるのですが、ボトルネッ

クになっているのは技術じゃなくて、労働法とか個人情報法とか、そういうものに関し

てなのですね。あと、お金の決済システムも、日本が早くシステムをつくったのにもか

かわらず国際標準にはならなかったというのは技術的な問題ではないと思うので、技術

的条件を整備されるに当たって、法制度とか、そういうことを決めているところと何ら

かの形で調整する機会というのはあるのでしょうか。 

○杉野移動通信課長  例えば近い例で、現在進行中というのでいいますと、自動運転に

関するものがございます。恐らく、それと同じような形になるのでないかと思います。

ある程度技術的にできることが見えてきて、実際に使いたいとユーザーの方が出てくれ

ば、それに合わせて段階的にといいますか、タイミングを得て、そういったご相談とい

うのは進めていけるのではないかと思っています。例えば自動走行の場合は、関係省庁

はかなり連携して、制度も含めて技術と両輪で議論を進めておりますので、将来的には

そういう形に持ち込めるようにしたいとは思っております。 

○青木委員  ぜひよろしくお願いいたします。フラストレーションがたまっていて、つ

い発言させていただきました。よろしくお願いいたします。期待しております。 

○伊東分科会長  ありがとうございます。ほかに何か。 

 では、水嶋委員。 

○水嶋委員  皆さんの意見がいろいろ出ていますが、基本的には、同じところがイメー

ジとしてあるのかなと思うのは、要は１２ページの５Ｇが実現する社会のイメージ、こ

れが多分皆さんで共有ができていないんですね。人によって、多分イメージしているも

のが違うと思います。その中で議論をしていくというのは、ちょっと問題があるのかな

と。ですから、できればまずは、もちろんこれは推定というか前提になるのでしょうが、

この辺の５Ｇが実現する社会のイメージというものを、この論議に参加する方々の中で

ある程度の共有化をしっかりとやった上で話を進めていただくことが現実的じゃないの

かなという気がいたします。意見でございます。 

○伊東分科会長  ありがとうございます。 

 では、三瓶先生。 

○三瓶委員  さっきの話にまた戻りますが、今回の諮問の目的というのは、モバイル通
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信システムの技術的条件と書いてありますので、一義的には多分新たに導入する周波数

を使うに当たっての電波法の改正というところに寄与することがプライオリティー１と

してあった上で、ただそれだけでは不十分なので、不十分というか、今、水嶋委員もお

っしゃられたようないろいろ認識が大きく違っているところがあるとか、そういうとこ

ろ、あるいは５Ｇということなので今までと進化の仕方とかシステムの形態が変わると

いうことが存在するので、そのあたりも議論しつつというのがプライオリティー２かな

と思うのですが、そういう理解でよろしいのでしょうか。 

○杉野移動通信課長  はい、そのとおりだと思います。繰り返しになりますが、１ペー

ジ目のスライド、検討の方向性の中で二段構えにしているというのは、先ほど水嶋先生

がおっしゃられたようなところも含めて、サービスのイメージをまずはちゃんと固めた

上でというか、共有化した上で、技術的な条件をやっていくということで、そういう流

れで進めていただければと思っております。 

○伊東分科会長  皆さん、大変ご興味をお持ちの分野だと思いますので、色々なご要望

とかご意見を頂戴いたしました。一般の方にお話しするときは、冒頭、事務局から説明

された３点ぐらいを言うと、すごい世界が登場するんだ、低遅延で高速で多数接続でき

てということになるのでしょうが、技術的にブレークダウンしていただいて、何を目指

してどこから始めるのかというところを明確にして進めていただければと思います。今

回の諮問の内容は技術的条件なので、それに対する答申を考えなければいけないという

ことだと思います。それが当分科会の所掌でございますので、やはりそこはしっかりと

議論していただきたいと存じます。 

 ほかに何かご意見等はございますか。よろしゅうございますか。 

 

（３）議決事項 

   「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１日１７日情報通信審議

会情報通信技術分科会決定第３号）」の一部改正について 

 

○伊東分科会長  それでは、次に「情報通信技術分科会における委員会の設置」の一部

改正について審議いたします。 

 それでは、事務局より説明をお願いいたします。 

○中村管理室長  「情報通信技術分科会における委員会の設置」の一部改正につきまし
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て、事務局より説明させていただきます。資料は１２２－４でございます。 

 先ほど総務省より説明いたしました諮問第２０３８号、新世代モバイル通信システム

の技術的条件につきまして、専門的かつ効率的に調査検討を進めていただくために、資

料の１ページにございますとおり、情報通信技術分科会決定第３号を改正いたしまして、

本分科会のもとに新たに委員会を設置することを提案申し上げたいと思います。先ほど

のご説明のとおり、５Ｇは、従来のスマートフォンや携帯電話といいました利用形態の

枠を超える移動通信システムとして検討が進められており、単に携帯電話の高度化にと

どまらず、ＩｏＴ時代のＩＣＴ基盤として、幅広い観点から議論することが必要である

ことから、新委員会の設置をご提案するものでございます。新委員会の名称は、「新世代

モバイル通信システム委員会」といたしまして、所掌は、新世代モバイル通信システム

に係る技術的条件に関する事項としております。２ページに、新旧対照表、３ページ、

４ページ目に参考として溶け込み版の資料をおつけいたしております。 

 以上、ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○伊東分科会長  ありがとうございました。 

 ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問はございませんでしょうか。よろし

ゅうございますか。 

 それでは、事務局から提案がありましたとおり、諮問第２０３８号「新世代モバイル

通信システムの技術的条件」の調査・検討のため、「新世代モバイル通信システム委員会」

を新たに設置することといたしたいと存じますが、よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

○伊東分科会長  ありがとうございます。それではそのように決定いたします。 

 なお、委員会の主査及び構成員は、規則上、分科会長が指名することになっておりま

すので、これからお配りする名簿のとおりとさせていただきたいと存じます。では、よ

ろしくお願いします。 

 本日ご出席の森川委員、三瓶委員には、積極的なご審議どうぞよろしくお願いいたし

ます。検討事項が多岐にわたるということで、新たに専門の方々にも加わっていただい

ているということでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上で本日の議題は終了いたしました。委員の皆様から今の件以外でも結構でござい

ますので、何かご発言がございましたら頂戴したいと存じます。何かございますでしょ

うか。 
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 事務局から何かございますか。 

○中村管理室長  特にございません。 

 

閉  会 

 

○伊東分科会長  それでは、本日の会議を終了いたします。 

 次回の日程につきましては、決まり次第事務局からご連絡させていただきますので、

皆様、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上で閉会といたします。ありがとうございました。 

 


